精神障害のある人たちのテレワークの可能性と在宅就業支援の課題 : 在宅就業支援団体へのヒアリング調査を通して by 山岡 由美
－ 2 1－
岩手県立大学社会福祉学部紀要　第 15 巻（2013.3）21－29
精神障害のある人たちのテレワークの可能性と在宅就業支援の課題
－在宅就業支援団体へのヒアリング調査を通して－
山　岡　由　美
Issues on the possibility of telework for people with mental disabilities and their 
“work-at-home” assistance: 
through the interviews with “work-at-home” support groups
YAMAOKA Yumi
　本研究では、情報通信技術：IT を活用した場所や時間にとらわれない柔軟な働き方の一形態であるテレワークに
着目し、障害のある人たちを対象とした在宅就業支援団体でのヒアリング調査を通して、その支援のあり方と精神障
害のある人たちのテレワークの可能性を考察した。
　結果、テレワークを希望する精神障害のある人たちは増加しているが、対象者としての社会的認知は低く、支援の
方法については模索段階である。早急の課題として実現可能なことは、在宅就業障害者支援制度における登録支援団
体の位置づけを明確にし、少なくとも福祉施設と同等な財源的保障を行うこと。同時に、地域の福祉施設との交通整
理の役割を担う機関の必要性を指摘した。
キーワード：精神障害　テレワーク　在宅就業支援団体
　In this paper, we shed a new light on telework as a flexible way of working based on the utility of information 
technology, and considered its role in the possibility of the assistance of people with disabilities through the analysis 
of the data taken from interviews with “work-at-home” support groups. In particular, we point out in the second 
half of this paper the immediate issues to be considered concerning the development of telework for people with 
mental disabilities, including how to define the role of registered support groups and to ensure its financial base on 
a par with other welfare facilities, and the need for coordination among welfare facilities.
Key words：people with mental disabilities, telework, “work-at-home” support groups
Ⅰ .　はじめに
　2006年に全面施行された「一部改正雇用促進法」
において、通勤が困難な重度障害のある人たちの情報
通信技術：IT（以下、IT と言う）。を活用した在宅就
業が、障害のある人たちの就労機会および新たな働き
方の選択肢の拡大において重要な方策の一つとして示
された。これは、就職が難しい障害のある人たちの就
業機会の拡大という観点から、請け負う形で働く就業
形態も念頭に検討された「障害者の在宅就業に関する
研究会報告書－多様な働き方による職業的自立をめざ
して－」（障害者の在宅就業に関する研究会，2004）
が土台となっている。しかし、ここでの主たる対象者
は、身体障害のある人たち、その中でも肢体不自由の
ある人たちを想定したものである。
　精神障害のある人たちにおいては、個々の希望やそ
岩手県立大学社会福祉学部
－ 2 2－
山　岡　由　美
れまでの経験を生かした職業の選択肢は限られてお
り、一人ひとりの障害の態様に応じた就労に対する支
援は必ずしも進んでいない。精神障害は、その障害の
状態が多様で複雑であるため、職業上の困難も多様で
ある。例えば、他人の視線が気になり満員電車での通
勤や大勢の人たちと同じフロアーでの勤務が難しいと
いった困難を抱える場合、他人の視線から逃れて自分
専用の仕事場が確保される職種や職場環境を探すこと
になるが、職業を選ぶ上での選択肢はかなり限定され
ることになる。
　本研究では、ITを活用した場所や時間にとらわれ
ない柔軟な働き方の一形態であるテレワークに着目し1、
障害のある人たちを対象とした在宅就業支援団体にお
けるヒアリング調査を通して、その支援のあり方を考
察する。とりわけ、精神障害のある人たちのテレワー
クの可能性について、個人要因と環境要因の双方から
検討し、在宅就業支援団体の支援のあり方と課題およ
び制度上の課題について明らかにしていくことを目的
とする。
　ここでの個人要因とは、障害の特性、症状、働くこ
とへのモチベーション、テレワークで必要とされる基
礎的知識・技術、コミュニケーション能力・生活能力
といった精神障害のある本人に属するものであり、環
境要因とは、障害者就労支援制度・施策、景気全般、
テレワーク導入可能な企業の数、地域の関係機関や
サービスまた、在宅就業支援団体の体制や支援内容、
マンパワー等のことを意味する。
　また、在宅就業支援団体とは、在宅就業障害者に対
する支援を行う団体として厚生労働大臣に申請し、登
録を受けた法人と、登録をしてはいないが障害のある
人たちの在宅就業を支援する団体の双方を対象とし
た。厚生大臣登録団体を登録支援団体、登録していな
い在宅就業支援団体を非登録支援団体といい、在宅就
業支援団体とは、その両方を指すこととする2。
尚、本稿では、事業主との雇用関係のない請負型の就
労形態を在宅就業、雇用主との雇用関係のある雇用形
態を在宅勤務とする。またテレワークとはその両方を
含むものとする。
Ⅱ .　方法
　厚生労働省ホームページ及び独立行政法人高齢・障
害・求職者雇用支援機構のホームページをもとに、精
神障害のある人たちへの支援実績がある登録支援団体
4 か所非登録支援団体 4 か所の計 8 か所を対象にヒア
リング調査を実施した。ヒアリング調査先を選ぶにあ
たっては、登録支援団体と非登録支援団体の割合や地
域性の違いを考慮し関東地域と関東地域以外とした。
実施期間は、2010 年 8 月から 2012 年 8 月までである。
日程とヒアリング調査実施先については、表 1 の通り
である。
　ヒアリング調査にあたっては、大まかな質問項目を
設定し、ヒアリングでより深く掘り下げて意見を聞く
ことができる半構造化面接の形式を採った。ヒアリン
グ調査では面接者の考えが影響することもあるため、
誘導的な言及は避け、また、在宅就業支援担当者への
ヒアリング調査とともに、ホームページで公開されて
いる資料や提供された資料を用いて分析を加え、これ
らを相互に参照し事実関係の信頼性と妥当性を高め
た。さらに、率直な意見を述べてもらうために、匿名
性の保障とヒアリング時の記録はメモ方式で実施した。
　ヒアリング調査項目は、これまで実施されたテレワー
クに関する調査（独立行政法人高齢・障害・求職者
雇用支援機構 ,2009;障害者の在宅就業に関する研究
会 ,2004）を参考にして設けた。事業内容、登録支援
団体へは登録の経過および登録支援団体としてのメ
リット・デメリット、在宅就業・在宅勤務における支援
内容や具体的な事例、精神障害のある人たちへの在宅
就業・在宅勤務についての考え、今後の方向性・課題
等である。
　尚、Ｂの団体とＣの団体（社会福祉法人）は連携関
係にあり、それぞれが役割分担のもと支援を行ってい
る。
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Ⅲ .　在宅就業障害者支援制度の概要とヒアリン
グ調査の結果
１.　在宅就業障害者支援制度の概要
　2006年に全面施行された「一部改正雇用促進法」
によって、在宅就業障害者支援制度が開始され、障害
者雇用納付金制度や特例調整金・特例報奨金の制度も
適用されることになった。しかし、特例調整金支給の
条件は、年間発注総額が 105 万円以上であり、その支
給実績は 2006年度の制度開始から 2010年度までで
29 件に留まっている３。政府は「重点施策実施 5 か
年計画」において、登録支援団体数を 2012 年度には
100 団体まで増やすという数値目標を出していたが、
2012 年 10 月 24 日現在、登録しているのは 21 団体で
あり、はるか及ばない現状である。
　制度の発足当時の登録支援団体は 6 団体であった
が、3 年後の更新時に更新登録をしなかったところや
現在休止中のところもある。この 21 団体の内訳を見
ると、2007年に本制度の対象が一定の要件を満たす
福祉施設等を利用する障害のある人たちにも拡げら
れ、福祉施設等も登録支援団体の対象となった。その
ため 2007 年以降、新規登録支援団体のほとんどが福
祉施設である（独立行政法人高齢・障害・求職者雇用
支援機構 , チャレンジホームオフィス）。その中には
在宅就業支援を実施していない、物品の製造や販売、
物品の組み立てなどの軽作業を仕事としているところ
も含まれている。福祉施設等が登録支援団体になる
と、企業から発注を受け、その仕事を障害のある人た
ちに分配した場合にも制度の対象となったことからこ
のような現象がおきている。
　地域別では偏りがあり、東北地方と中国地方は登
録・非登録のどちらもない。しかしこのホームページ
記載以外でも在宅就業支援を行っている団体も多数あ
ると考えられるが、その総数は掴めていない。全国的
な分布について示したが、図 1 である。
図 1　在宅就業支援団体数（平成 24 年 9 月 1 日現在）
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 , チャレンジホームオフィ
ス をもとに筆者作成
　在宅就業支援団体の登録要件は、常時 10 人以上の
表１　ヒアリング調査実施先一覧
所在地 登録／非登録 主な業務 備考（併設事業・特徴など） 実施日
A 札幌市 登録 字幕製作、ホームページ製作・更新・検証、テープ起こし、データ入力業務、パソコン講習（講師）業務
就労移行支援　
就労継続支援 A 型（多機能型） 2010 年 8 月
Ｂ 船橋市 登録 データエントリー（伝票・申込書）のデータ入力 社会福祉法人と合弁認可された株式会社 2012 年 8 月
C 船橋市 非登録
印刷、スキャニング、データ入力、ホームページ作成。
PC 教育訓練、点字名刺作成・印刷、テープ起こし、付属
品再生業務
就労移行支援、就労継続 A 型・B
型（多機能型） 2012 年 8 月
D 中野区 登録
Web コンテンツの企画・製作及び運営、データベース設
計、プログラム開発、サーバー保守、DTP、イラストレー
ション、文章執筆、編集、リサーチ、データ入力等
IT 事業部の中の職能開発室に属
する　
在宅 IT 教育、在宅雇用支援、
在宅就労支援（SOHO 支援事業）
2012 年 8 月
E 熊本市 登録 軽作業業務、データ入力作業、テープ起こし作業、デザイン作成、オペレーション作業、和装・洋装作業 就労移行支援 2010 年 8 月
F 新宿区 非登録
総合相談事業、若年者就労支援事業、障害者等主就労支
援・障害者インターシップ、コミュニティショップ運営
事業、IT 就業訓練事業等
就労移行支援　
就労継続支援 B 型 2010 年 7 月
G 松山市 非登録
ホームページ作成・更新、IT 講習会の開催・講師派遣、
映像編集、トレース、印刷物のデザイン、e- ラーニング
の教材作成、プログラミング、データベースの構築、福
祉機器の開発・販売
就労継続支援 A 型　
松山市テレワーク指定事業所 2011 年 8 月
H 松山市 非登録 ICT 業務（データ入力、動画編集・サイト運営）、清掃業務、ケータリング業務（出張カフェ）
就労継続支援 A 型　
松山市テレワーク指定事業所 2011 年 8 月
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在宅就業障害者に対して、次に掲げる業務のすべてを
継続的に実施していることとされている。
①在宅就業障害者の希望に応じた就業の機会を確保
し、及び在宅就業障害者に対して組織的に提供す
ること
②在宅就業障害者に対して、その業務を適切に行う
ために必要な知識及び技能を修得するための職業
講習又は情報提供を行うこと
③在宅就業障害者に対して、その業務を適切に行う
ために必要な助言その他の援助を行うこと
④雇用による就業を希望する在宅就業障害者に対し
て、必要な助言その他の援助を行うこと
　上記④の「その他の援助」とは、受け入れ事業所の
開拓、採用面接の際の同行訪問及び就職後のフォロー
による定着支援等であり、かなり幅広い支援が求めら
れれている。
２.　ヒアリング調査の結果
（1）事業内容、登録への経過もしくは在宅就業
支援を行うに至った経過
　ヒアリング調査先の登録支援団体は、全て制度発足
時からの団体であった。共通していることは、就労移
行支援事業や就労継続支援事業である就労系支援事業
所を併設もしくは同系列の法人内に設置されていた。
特徴は、雇用型である就労継続支援Ａ型を併設してい
るところが多かった。
　これはより手厚い支援のため、また対象者の障害の
多様性や就労準備段階が様々であること、支援団体で
の訓練を経て次へのステップを考えてのものであろ
う。またＡ型から一般就労への移行について、自信と、
働き続けていくための支援があるから、一般企業への
転職に挑戦できるとの意見もあった。
　特に印象に残ったのは、目の前に、必要としている
人たちが存在していること、進行性の障害を抱えた人
たちには時間的猶予がない、働くといった経験もなく
人生を終えていく現実に目を背けることはできないと
いった支援者の声であった。在宅就業支援は、多様な
障害のある人たちへの働く機会を提供していくことで
あること、また、改めて人が働くという意味を考えさ
せられるものであった。
（2）登録支援団体としてのメリット・デメリット
　すべての登録支援団体で、団体としてのメリットは
ないとの答えが返ってきた。非登録支援団体において
も、登録するにはあまりにもメリットがないため登録
の意思はないという返答が多かった。
　メリットのなさの具体的な内容は、企業に支払われ
る特例調整金支給の条件が、年間発注総額 105 万円以
上であり、ハードルが高いこと、それに伴う企業側の
事務手続きも煩雑であり敬遠されがちなことであった。
　また、登録支援団体に対する金銭的なメリットがな
く、運営に対する補助金がない等の財源的な問題が指
摘された。
（3）在宅就業・在宅勤務における支援内容・支
援体制
　全般的に見られた対象者の特徴は、精神障害、発達
障害、高次脳機能障害のある人たちまた長期にわたっ
て引きこもりを経験した人たちがこの数年で大幅に増
加していることであった。中には、半数が精神障害の
ある人たちであるところや、半数が精神障害・発達障
害のある人たちが利用しているところもあった。この
とから、予想以上に精神障害のある人たちの利用が多
いことがわかった。
　また、身体障害であっても、より重度の人、例えば、
人工呼吸器を装着している人や進行性の障害、難病の
ある人たちの利用があり、これまで対応が進んでいな
かった層への対応が求められていた。
　支援内容で共通していたことは教育（研修）の重
要性であった。基礎的なパソコン操作から実践的な
もの、また職業教育といった働く上での基礎的な部
分も含まれている。さらに、チームとして成果を挙げ
ること、総意を大切にしていく（チームワーク）こと
が大切であるとの声も多かった。そのためには、孤独
にさせないこと、チームプレイを上手く進めるために
WEB カメラを使用する、定期的なスタッフの訪問の
実施といった取り組みが行われていた。
　障害のある人たちのテレワークを積極的に進めてい
る企業の中には、採用（契約）基準のハードルをかな
り高く設定しているところもあると言う。それでは一
部の選ばれた優秀な人たちにしか機会が与えられない
ことになってしまうため、作業工程の細分化や在宅で
簡単に入力できるようなソフトを開発して、多くの人
が働けるようにしているというところもあった。
　このことから、在宅就業支援団体は、財源的にも人
的にも厳しい運営でありながらも、様々な工夫を行い
ながら、かなり幅広い段階（レベル）での支援を行っ
ていることがわかる。
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（4）精神障害のある人たちの在宅就業・在宅勤
務についての考え
　特徴的な捉え方として、まず挙げられるのは、障害
名では判断できないというものであった。それは、一
人ひとりの抱えている職業的な課題は様々であり、そ
の課題特性を見る必要があると言うものである。
　ただし、在宅就業（在宅勤務も含む）に向かない人
は、情報支援・人支援が多く必要な人である。つまり、
メールやネットでの対応では無理で、人が付いていな
いと仕事が出来ない人は向かないというということで
ある。そして必要な能力としては、一定のコミュニケー
ション力、理解力（知的能力）であり、精神障害のあ
る人たちにおいては、自己管理が出来ていること、主
治医との関係が築けていること、そして、これは自己
管理に含まれると考えるが、例えば、精神障害のある
人たちは調子の波というものがあることが指摘される
ところであるが、調子の波があること自体が問題なの
ではなく、そのことによって遅れた（仕事の）部分を
どのように取り戻すかといった計画（見通し）が立て
られることが重要であるとの意見である。
　在宅就業をしたいという電話やメールでの相談は、
ほとんどが精神障害のある人たちであるいうところも
あり、これは安易に在宅就業を考えているということ
もあるが、身近な地域に福祉施設等（就労移行支援や
就労継続支援の事業所）があっても、ITを使った仕
事や訓練がないといった要因もあるとのことであっ
た。
（5）在宅就業障害者支援制度の今後の方向性・
課題
　まず、国が登録支援団体に対して今後の方向性を示
せず、事業そのものの見直しも行われていないという
ことが挙げられ、ヒアリング調査を実施した全てのと
ころで言及されていた。次に、交通整理の役割を担う
機関が必要ではないかという意見があった。ヒアリン
グ調査先の中で、障害のある人たちだけではなく、引
きこもり体験のある人たち（若年者にだけでなく高齢
化しているという）、母子家庭、離職者なども受け入
れ、総合的な就労相談の窓口としての機能をもつとこ
ろでは、どのように支援に結び付けていくか苦慮され
ていた。
　また、精神障害のある人の場合、過去に対人面での
失敗をした経験がある人が多いことから、いきなり在
宅ではなく、集団の中で行動を共にすることで対人関
係のとり方を知ってもらうことが重要なのではない
か。そしてそのような役割を担う地域の福祉施設と役
割分担をはかり、連携しつつ、次のステップとして在
宅就業支援団体を利用していくという流れをつくるこ
とによって、在宅就業支援団体の役割も整理されてい
くのではないかということである。そのためには、地
域の就労移行支援事業所や就労継続支援事業所で、多
様な就労形態を望む人たちの受け入れが進められてい
く必要があるとの声があった。
　さらに、在宅就業障害者支援制度の充実、とりわけ
財政面での支えがすすめば、現在、支援の手が届いて
いるとはいえない進行性の障害や難病の人たち、精神
障害や発達障害などの人たちへの支援も形がつくれる
のではないかとの指摘もあった。
Ⅳ .　在宅就業障害者支援制度の問題点と課題
1.　在宅就業支援団体を利用している障害のあ
る人たちの現状
　登録支援団体、非登録支援団体及び元登録支援団
体へ実施されたアンケート調査報告（東京コロニー，
2010）において、登録支援団体で請け負う仕事内容で
最も多かったのは「文書・データ入力」であり、つい
で「テープ起こし」「WEB デザイン・製作」「DTP」
の順であった。また、在宅就業をしている障害のある
人たち 1 人に対して 1 年間に支払った額で最も多いの
は、25 万円未満で 59 人、ついで支払いは一度もない
が 27 人であり、最も多い人でも 150 万円から 200 万
円未満の 3 人であった。
　つぎに非登録支援団体では、「WEBデザイン」が
最も多く、ついで「文書・データ入力」、「DTP」、「テー
プ起こし」の順であった。また上記と同様に 1 人に対
して 1 年間に支払った額では、25 万円未満が 80 人、
支払いは一度もないが 43 人、最も多いのが 150 万円
から 200 万円未満の 1 人という結果であり、同様の結
果となっている。
　また、別の報告書（特定非営利活動法人バーチャル
メディア工房ぎふ．2012）での、県内障害者へのアン
ケート調査によると、勤務または就業をしていない障
害のある人たちが 61.0％あり、その内、勤務・就業を
希望している障害者は 58.0％あった｡ しかし、79.0％
が求職活動を行っていないことが分かった。その理由
としては、「障害の程度に応じた内容の仕事が無い」
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や「受け入れてくれる事業所先がない」の回答が多い。　　
　また、52.0％が在宅勤務の形態を希望しており、職
種としては、事務職、中でも在宅の事務職を希望する
回答が最も多かった。そして「パソコンを使用してど
のような事ができるのか」との問いに、「パソコンを
利用し様々な事が出来る」との回答が返ってきた。中
には、資格取得者もあるが、仕事として利用可能な範
囲ではなく、圧倒的に基礎的なレベルであり、障害の
ある人たちの認識と、事業所が求めている現実との差
があるように推測されると言う。
2.　在宅就業支援団体が抱える問題
　第一に、登録支援団体の運営の不安定さが挙げられ
る。「在宅就業支援団体は大きな問題を抱え」[ てお
り、それは ]「発注に対する報償制度の条件が限定的
で、大きな取引に偏りがち」[ なこと、また ]「運営
基盤について各団体に任せきり」[ であり、]「さらに
最も大きな問題点とされるのは、政策としての将来
図が見え」[ ないことだと指摘し、]「その一部は特に
深刻化の様相を呈している」と言う（東京コロニー．
2010,P.9）。
　これは、運営に対する公的な報酬もなく独立採算で
あり、運営費の大半は、単年度の公益事業の委託金や
公的な助成金でまかなわれている（社会福祉法人東京
コロニー．2010; 特定非営利活動法人バーチャルメディア
工房ぎふ．2012）。
　第二に、特例調整金の支給基準が厳しく、在宅就業
をしている障害のある人への支払い工賃の総額が 105
万円以上でないといけないということである。高野
（2012）は、そのために登録支援団体として登録を取
得する団体が少ないこと、加えて、在宅勤務の場合は
在宅勤務コーディネーターなどの配置のための費用が
障害者雇用納付金制度で支給されるが、在宅就業の場
合は、制度の適用がないことを指摘する。さらに、吉
見憲二・藤田宣治・ 筬島専（2011）は、事務作業の
煩雑さが、在宅就業障害者支援制度があるにも関わら
ず制度利用に至らない理由としてあると言う。
Ⅴ .　精神障害のある人たちのテレワークの可能性
1.　制度に関連しての方向性
　在宅就業支援団体では、テレワークという形態での
就労のみでなく、併設の施設での福祉的就労を経て通
常の勤務形態での就労支援も行われており、事例とし
て提供していただいた資料では、2008 年から 2010 年
の 2 年間で 9 人の精神障害のある人たちが一般就労し
ていた。職種としてはその内の8人が事務職であった。
　それは、併設施設がワンストップの役割を担ってい
る。「在宅」か「企業」かといった発想ではなく、対
象者の希望や特性、現状に応じての支援を進めること
の有効性を示している。ここから、「住み分け」とい
う方向性の検討の必要性がみえてくる。
　規模が比較的大きい法人であれば、その中での連続
した支援が可能であるが、そうではない場合、他の関
連機関等との連携が重要になってくる。複数のところ
で、地域の福祉施設との交通整理の役割を担う機関が
必要であるとの意見があった。在宅就業支援団体が非
常に多様な対象者の「受け皿」としての役割を担わざ
るを得ないという現状は、地域の福祉的就労の場であ
る就労移行支援事業所や就労継続支援事業所も同様の
矛盾を抱えている。障害者自立支援法はその現状改革
のための大きな仕掛けであったはずである。しかし、
各事業の目的は混在しており機能分化は進んでいると
は言いがたい。そのこともあり、多くの支援事業所に
おいては、利用者の賃金（工賃）の確保と就労にむけ
た活動という側面も求められており、時間の確保と就
労支援のノウハウの獲得が重要な課題となっている
（山岡．2012）。
　わが国の障害のある人たちの就労に関わる機関は
「福祉」行政と「労働」行政に分かれ、制度利用にあ
たっての窓口も複雑で一貫性がない。「窓口の一本化
や、一貫した支援・訓練体制など、行政施策の効率化
も検討すべきである」[ との指摘や、さらに ]「『生活』
と『就労』は密接に結びつく要素で」[ あり、]「仕事
に就くための支援と、生活の基盤を支える安定した職
業生活を送るための支援も」[ 必要である ] との指摘
はまさにそのとおりである（特定非営利活動法人バー
チャルメディア工房ぎふ．2012,P.73）。
2.　精神障害のある人たちの利用の増加の要因
　2010年の報告書では、在宅就業支援団体の利用者に
は「在宅ではなくては働けない人」と「とりあえず在
宅になっている人」[ の 2 種類があり、それは社会の
制度や受け入れ準備がないためであり、とりあえず在
宅になっている人のパターンの中で、精神のある人た
ちについて、]「精神障害（疾患）のため、対人関係
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が難しい（駅に行けない、コミュニケーションができ
ない等）」と述べられている。
　また、「自己管理が何より大事な要素であり、コミュ
ニケーションこそが命綱の働き方であることから」
「一般的には在宅でなく通所で周囲の人と協働するの
が本来的」、「しかし、一方で、最終的には在宅でない
とだめではないかもしれないが、」「今は対人面で無理
なのだから、在宅からのスタートには適しているので
はないか」[ という意見や ]「障害者自立支援法の中に
おいて中核として役割を担うことになっている機関等
が本来の機能を果た」[ していないことで利用に至っ
てしまっている。] これには「本来の支援策を講じ、
関連機関との連携が支援に効果的である」と指摘して
いる。これは、在宅就業支援団体を利用する人たちが
「一般就労や福祉的就労と比べて極めて範囲が広く多
様である」ことの証である（東京コロニー．2010,P.19
－P.20）。
　しかし筆者は、もう少し整理する必要があると考え
る。たとえば、社会体験や就労経験が不足しているの
は全ての障害のある人に共通する課題であり、そのよ
うな人は、コミュニケーション面での課題も同様にあ
るはずである。また駅に行けないというのも、移動上
の制約といった括りで捉えれば、身体的理由によるも
のとその理由が違っても課題は同じである。
　同報告書のインタビューで「専門家でもないので、
最初は障害が理解出来ずに困った」との意見にあるよ
うに、これは、そもそも在宅就業の支援ノウハウが重
度の身体障害のある人たちを念頭に進められたという
歴史的背景に大きく規定されている。
　誤解のないように付け加えるが、そのような現状を
否定しているのではない。また、それまで想定外であっ
た多様な対象者も含めた支援を、丸投げで在宅就業支
援団体に求めることは困難である。しかし一方で、精
神障害であっても在宅就業や在宅勤務に結びついてい
る人も少なからず存在している。ではそのような人た
ちはどのようなスキルを身につけ、そのために行われた
支援の特徴は何なのか。また有効に作用した機関のか
かわり（連携）等、その要因について分析し、今後の
制度の改善や施策に反映させていくことは重要である。
　ここでの一つの論点としては、精神障害とはいって
もその障害特性だけでなく、それぞれの人のもつ職業
的課題は多様であるということである。現在の精神障
害の範疇にはいる人は、従来の統合失調症圏の人たち
だけでなく、神経症圏であったり慢性的なうつ病で
あったり、中には明確な診断名のない人もいる。また、
それまでの職歴等の経歴も高度な IT 技術で勤務して
いた人もいれば、パソコンが好きといったレベルの人
まで多様であろう。そして、このような個別性にもと
づいて在宅就業支援団体はその対象者に応じて先駆的
に支援が行われてきたのも事実である。
　精神障害のある人たちをはじめとする、いわゆる従
来の主たる対象者ではなかった人たちの在宅就業支援
について、その成果と課題をまとめ発信していくこと
は、今後の制度のあり方について貢献できると考え
る。さらに、全国各地で多くの障害のある人たちが利
用している就労移行支援事業所や就労継続支援事業所
等の福祉施設をはじめ、障害のある人たちの働くこと
に関わる機関が、在宅就業という働く形態に関心を寄
せ今後の方向性について議論をしていくことも求めら
れる。
3.　個人要因と環境要因の双方からの検討
　精神障害のある人たちで、企業という組織に入れな
い人の場合、それが甘えなのか、（支援が入ることで）
乗り越えられるものなのかの見極めがいるとの意見が
あった。そのことを踏まえつつ、もう一方の視点であ
る、本人の努力だけでは取り除けない環境面でのスト
レスを軽減していくということは可能か否かという検
討も重要である。テレワークでは、コミュニケーション
力、理解力（知的能力）、自己管理の 3 つの要素が特
に重要であるとの指摘には、筆者も同感である。この
3 つの条件をクリアできている人は、請負型の在宅就
業から雇用型の在宅勤務へと結びついていく可能性が
高い。そして在宅就業と在宅勤務ではそのハードルに
違いがあることもヒアリング調査を通して認識できた。
　在宅勤務に焦点を当てていくと、現行での在宅勤務
者の多くは、労働時間や時間帯、働く場所などを厳密
に指定されており、勤務開始時間、休憩時間、勤務終
了後の連絡が義務付けられている。在宅勤務の場合で
もオフィスで働く通常の勤務時間帯に働くことが定め
られていることが多い。つまり、通常勤務者と同じ時
間に働き、休憩時間も決められている。
　2007年に実施されたテレワークの制度や運用の課
題などについての調査では、テレワークを実施して
いる企業は 15.0％であり、実施を検討している企業
10.0％を合わせても 25.0％でしかない。対象となって
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いる人たちは、「特定の職種・職務を担う従業員」が
50.0％、「一定の職位以上の従業員」が33.3％、そして「出
産・育児・介護など」および「ケガなど」の個人的事
情がそれぞれ 33.3％、25.0％であった。そして、在宅
勤務がすすまない理由の中に、制度はあるが利用しづ
らいとする者が多く、制度の導入と労働者のニーズに
不一致がみられるのが現状であるとの報告がある（独
立行政法人労働政策研究・研修機構．2009）。その要因
のひとつとして、働き方の弾力性のなさということが
指摘できる。
　また、在宅勤務であっても完全在宅勤務だけでな
く、週 2、3 日の「部分在宅勤務」の導入であれば、
企業が抱えている不安や課題も軽減される。とりわけ
労働時間の管理や職務遂行の様子、関連して人事評価
や職場におけるコミュニケーションなどについては大
きな支障は生じないであろう（佐藤彰男．2008）。
　個人の適応という枠だけでなく、本人を取り巻く環
境上の困難や苦痛を可能な限り取り除きながら、本人
のポジティブな面をいかしていくための具体的な方策
を検討していくことは、障害のあるなしにかかかわら
ず、すべての人たちを対象とした新たな弾力性のある
働き方を進めることにつながり、今後、その可能性に
ついても論議を深めることが重要であろう。
Ⅵ .　おわりに
　本稿では、テレワーク、その中でも在宅就業支援団
体を通して精神障害のある人たちの在宅就業の可能性
について考察した。ヒアリング調査を通して、テレワー
クを希望する精神障害のある人たちは増加している
が、テレワークの対象者としての社会的認知は低く、
先駆的な取り組みはあるものの支援の方法については
模索段階であると言える。
　その要因としては、まず、在宅就業障害者支援制度
の抱える課題が多く、そのメリットのなさから登録支
援団体が一向に増えないことである。つぎに、障害の
ある人たちの就労に関わる機関が統一されておらず、
制度利用にあたっての窓口も複雑で一貫性がないこと
である。これはわが国の縦割り行政の弊害であるが、
早急の課題として実現可能なことは、在宅就業障害者
支援制度における登録支援団体の位置づけを明確に
し、少なくとも福祉施設と同等な財源的保障を行うこ
とである。このことによって、非登録支援団体の登録
が飛躍的に進むはずである。さらに、地域の福祉施設
との交通整理の役割を担う機関の必要性である。障害
者就業・生活支援センターは、医療、教育、福祉そし
て雇用に関係する機関の連絡調整および総合的援助を
行うこととされている。2012年 5 月 1 日現在、全国
で 315 箇所設置されているが、障害者就業・生活支援
センターの求められている業務が遂行できるよう機能
強化を図ることであろう。
　本稿では、企業の側面からみた精神障害のある人た
ちのテレワークの可能性については検討を加えること
は出来なかった。今後は企業側へのヒアリング調査も
実施し、テレワークを希望する本人と支援機関、そし
て企業の 3 つの側面からの分析をすすめ研究を継続し
ていきたいと考えている。
　本稿は、科学研究費助成金（学術研究助成基金助成
金　挑戦的萌芽研究：課題番号 23653160）の助成を
受けたものである。
注
１　テレワークの定義：「テレワーク白書 2007」によ
ると、在宅勤務はテレワークの一つの形態であり、
テレワークとは、「情報通信技術（IT）を活用した
場所や時間にとらわれない柔軟な働き方」（社団法
人テレワーク協会．2007,P.2) と定義している。
　　佐藤彰男は、その本質定義について確立すること
は困難であり、さしあたり「情報通信機器の活用を
前提として、従来の職場空間とは異なった空間を労
働の場に含みながら、業務として情報の製造および
加工の全部あるいは一部を行う労働の形態」と定義
している（佐藤．2006,P.12）。
２　在宅就業支援団体関係業務取扱要領（厚生労働省．
2012）で在宅就業障害者支援制度について詳細に規
定しているが、用語の意義（4）において、在宅就
業障害者に対する援助の業務を行う法人が申請し、
厚生労働大臣が登録した法人を在宅就業支援団体と
している。
３　独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構の各年度
業績実績評価シートによると、その支給件数は、
2010 年度７件、2009 年度 12 件、2008 年度 5 件、
2007 年度 5 件、2006 年度 0 件となっている。
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